[タイトル]

大口信用供与等規制に違反した金融機関役員の責任

[判決裁判所]

大阪高裁判決

[判決日]

平成１４年３月２９日

[事件番号]

平成１３年（ネ）第２２５７号

[事件名]
損害賠償請求事件

[出典]

金融・商事判例１１４３号１６頁

[当事者名]

控訴人兼被控訴人（原告）　株式会社整理回収機構
対

控訴人（被告）　乙山一郎
控訴人兼被控訴人（被告）　丙川春夫（他１名）

[事実の概要
]

　訴外Ａ信用組合は、訴外Ｂが代表取締役である訴外Ｃ会社と昭和５３年以来取引関係があった。Ｂは、さらに訴外Ｄ会社、Ｅ会社、Ｆ会社、Ｇ会社をも経営して、５社でＣ会社グループを形成し、Ａから融資を受けていたが、これらはもっぱらＢがＡからの融資限度枠を拡大するために利用していたペーパーカンパニーであった。Ｂは、昭和６３年頃からマンション用地として６０００坪の開発地域の購入に着手した。しかし都市計画法により必要な知事の開発許可は得られず、市の指導要綱に基づく市長との事前協議の手続も進展していない。本件融資当時のＣグループは、平成４年度の未処理損失が４０臆円以上、Ａからの融資残高約５０億円で、Ａに対し、明白に延滞している債務はなかったが、実際には、返済期日を延長したり、返済資金の融資（元加貸し）を受けたりしていた。Ａから受けた融資は他の融資の返済原資として流用していた。当時の協同組合による金融事業に関する法律６条１項、及び同法が準用する銀行法１３条によれば、同一人に対し信用組合は資本及び準備金の合計額の２０％を超えて貸出しをしてはならず、ＡのＣグループに対する限度額は、本件第１融資から第５融資において、約１０億７０００万円ないし１１臆６０００万円程度であった。つまり、第１融資を行う時点において、すでに大口信用供与等規制に違反していたわけである。

　Ａは、昭和３０年に設立され、平成４年には預金量も１０００臆円に達していたが、平成４年の大阪府による定例検査において、不良債権の急増、法令通達違反、貸出審査における資金使途の審査等の不備の指摘を受けた。これに対しＡは、大阪府知事への報告書において、Ｃグループへの融資を大口信用等

規制の限度超過貸出金として記載していた。平成５年、６年にも、Ａは大阪府から同様のより厳しい指摘を受けている。

　Ａは、平成５年２月に、上記開発の一環として、その東側斜面地の売却にかかる費用として、同年３月末を返済期限に、Ｄ会社に３２００万円を融資し（第１融資）、Ｅ会社に７０００万円を融資した（第２融資）。Ｃグループは、同年４月、８月に東側斜面地
を合計約３５臆円で売却したが、売却代金が第１融資、第２融資の返済原資とされていたのにもかかわらず、返済しなかった。ところが同年８月には、ＡはＥ会社に１億５０００万円を融資し（第３融資）、１２月にはＣ会社に４億５０００万円を融資し（第４融資）、平成７年２月にはＢに１億２０００万円を融資した（第５融資）。本件各融資当時、Ｙ１（被告・控訴人兼被控訴人）はＡ理事長、Ｙ２（被告・控訴人兼被控訴人）はＡ専務理事、Ｙ３（被告・控訴人兼被控訴人）はＡ理事兼審査管理部長であり、Ｙ１及びＹ２はすべての本件各融資につき、Ｙ３は第４及び第５融資についてのみ、決裁を行っている。

　しかしこれらの融資金はほとんど返済されなかった。平成７年５月にＹ１，Ｙ２，Ｙ３はＡの役職を辞任し、平成８年３月、ＡはＣグループに対する融資を打ち切ることとした。Ａは、平成１１年1月に本件第１ないし第５融資を含む資産をＸ（原告・被控訴人兼控訴人）に譲渡し、解散した。Ｘが、Ｙ１及びＹ２に対し、第１融資ないし第３融資の損害として１億５９００万円、及びＹ１ないしＹ３に対し、第４、第５融資の損害として４億４７００万円、及びこれらの遅延損害金の支払を請求したのが、本件訴訟である。

 [判旨]
第１審判決のＸ敗訴部分を取り消し、ＸのＹ１，Ｙ２、Ｙ３に対する請求を全て認容。

　「信用組合が、協金法等により種々の規制を受けるのは、不特定多数の者から預金を集めることが予定されているため、これら預金者を保護する必要があるほか、身近な金融機関として地域住民や企業に信用の供与等をしているため、万一、これが破綻すれば、信用秩序の混乱をもたらし、地域社会に甚大な悪影響を及ぼすことになるので、その経営の健全性を保つ必要が高いためであると解される。
（３）このような点から、信用組合には特殊な社会的責任があると考えられるから、その経営者たる理事は、出資者のみならず、預金者及び地域社会、さらには、国に対し、経営（財務体質）を健全に保つ法的義務を負う……信用組合の理事には法令遵守義務があるから（中小企業等協同組合法４２条、商法２５４条の３）、大口融資規制が法令の規制である以上、これに反する貸付をすることは許されないし、このような貸付がされないよう監視すべき義務があり、仮に、これに反する事態が生じている場合には速やかに是正する義務を負うというべきである。
……経営判断の原則……は、経営者が経営の専門家として、合理的な判断をしたことが前提となり、大口融資規制の趣旨・目的からすると、同規制に反する行為は、原則として、信用組合の財務の健全性を害する不合理なものというべきであって、経営者の裁量権の範囲を逸脱するものというほかないから、単に、経営上の判断ということのみで、その責任を免れることはできない。
……Ｙ１，Ｙ２，Ｙ３らが、本件各融資以前からＣグループを一体のものとしてとらえ、これらに対する融資が既に大口融資規制に違反した違法状態にあり、これを改善しなければならないことを十分に認識していたことが明らかである。……このような状態で新たな融資をすることは通常許されず、……Ｃグループが、既に実質的に延滞状態に陥っている場合には尚更である。

　……本件各融資が、既在債権の回収のため必要不可欠であったとは到底いえないし、その回収に確実な当てがあったといえない。そうすると、大口融資規制に反して、違法状態に陥っていたところ、Ｙ１及びＹ２が本件各融資を決裁し、あるいは、Ｙ３が第４、第５融資を決裁して、新たに巨額の資金をＣグループヘと流出させて、これらを回収不能としたことは、いずれも理事として尽くすべき注意義務を著しく怠った違法な行為であるといわざるを得ず、債務不履行責任を免れない。」

 [キーワード]

� ⑪事件（大阪高判平成14年3月29日）と⑫事件（大阪地判平成13年5月28日）とは同一事件であり、かつ同一人の評釈にもとづくため、[事実の概要]が共通である。


� 評釈上においては「東側傾斜地」と誤って記載されており、「東側斜面地」と訂正した。
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